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研究成果の概要（和文）：福島県における標準的な循環器疾患（脳卒中）発症登録システムのデータセットとそれに基
づいた調査票の設計を行った。プラットフォームに「ファイルメーカー」を用いた循環器疾患（脳卒中）発症登録シス
テムのプロトタイプを開発した。医大病院の電子カルテから試験的に採録作業を行ない、データセットのやシステムの
改良を進めている。循環器疾患（脳卒中）発症登録システムを用いて収集したデータの悉皆性と正確性について継続し
て検証を進めている。

研究成果の概要（英文）：Standard, Fukushima Prefecture, cardiovascular disease (stroke) develop 
registration data set was designed. We have developed a prototype of cardiovascular disease (stroke) 
onset registration system using the "File Maker" to the platform. We are in the process of doing the 
accepted work from the medical information of the electronic medical record. Cardiovascular disease is 
advanced verification to continue for the exhaustive nature and accuracy of the data were collected using 
the (stroke) onset registration system.

研究分野：医療情報学
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１．研究開始当初の背景 
循環器疾患は生活習慣改善などにより、予
防可能な疾患であるが、予防やその対策を効
率的に行うには、死亡率のみならず発生率を
把握することが重要である。減塩推奨などの
生活習慣改善、診断治療手法の出現により循
環器疾患による死亡率は減少傾向にあるが、
循環器疾患の発症数は増加している。医療費
の抑制という視点からも、地域での入院を要
する循環器疾患の発症患者を治療内容や重
症度を含めて悉皆的に把握し、要介護状態や
生命予後との関連を明らかにするためにも
系統的な発症登録が必要である。 
 厚生労働省が都道府県に対して行った脳
卒中とそれ以外の循環器疾患登録に関する
アンケート結果によると、脳卒中・心筋梗塞
の両方の発症登録を継続している県は、宮城
と山形。脳卒中のみが岩手、秋田、栃木など
５府県に留まる。脳卒中登録事業を中止した
県もあり、循環器疾患発症登録の状況は非常
に貧弱な現状であり、がん発症登録のような
公的な調査システムが整備されていない。循
環器疾患の新規発症数、転帰を含む再発の実
態等の詳細などを把握する上で、精度と実効
性が保障された発症登録システムの構築が
望まれる。従来の市町村レベルでの定点での
発症登録から全国を視野に入れた、都道府県
をまたぐ広域の発症登録へ発展させていく
必要がある。さらにＰＨＲ（パーソナルヘル
スレコード）など、一個人の生涯の健康疾病
記録体制も求められており、循環器疾患発症
登録システムの構築の必要性が数多く報告、
提言されているが、実用レベルにおいて実現
には至っていない。 
 一方、実際の発症登録の業務を鑑みるとき、
医療機関から発症登録調査票をファックス
で送られてくるのを待つという従来の循環
器疾患登録の仕組みでは、発症情報の網羅性、
把握率は期待できず、発症登録データの精度
も相対的に低下する。 
 福島県においては従来より脳卒中（平成２
２年度死因別年齢調整別男女別死亡率・脳血
管疾患で、男性８位、女性６位）、心筋梗塞
（平成２２年度死因別年齢調整別男女別死
亡率・急性心筋梗塞で男女ともに１位）の死
亡率が高いことが報告されていることに加
え、震災及びその後の放射線事故の影響によ
り避難を余儀なくされた者も多く、生活習慣
の変化や心理社会的ストレスの増大からし
循環器疾患発症の増加が懸念される。福島県
立医科大学が、福島県急性心筋梗塞発症登録
調査を行っているが、個人を同定していない
ことから、収集されたデータでは循環器疾患
発症登録情報としての価値は半減しており、
脳卒中登録は県単位では行われていない。し
たがって、県内外の避難者を含む県民全体を
対象にして、都道府県をまたいだ広域を対象
とした循環器疾患発症登録システムの構築
と運用開始が急務である。 
滋賀県の脳卒中発症登録によると、滋賀県

の脳卒中発症数は 2738例（2011年）であり、
人口規模では福島県において 4000 例以上が
発症していると予測される。また、死因での
比較でも福島県は滋賀県と比べ脳血管疾患
で 1.35倍（心疾患は 1.6倍）となり、さらに
塩分摂取量を勘案すると、福島県における脳
卒中発症は 5500 例以上と予測される。山形
県での脳卒中・心筋梗塞発症登録評価研究事
業によると、心筋梗塞の発症登録数は 632件
（2010 年）で、人口規模では福島県におけ
る心筋梗塞の発症は 1100 例以上と予測され
る。（人口動態統計・都道府県，主要死因別
死亡者数（2012 年）、都道府県別人口推計
（2012 年 10 月 1 日現在）。県内外の避難者
を含む県民全体を対象にして、都道府県をま
たいだ広域を対象とした循環器疾患発症登
録システムの構築と運用開始が急務である。 
２．研究の目的 
我が国における循環器疾患発症登録の実
施状況を見ると、市町村単位で継続的な発症
登録事業が行われている例としては、大阪府
八尾市南高安地区、秋田県井川町等の地域コ
ホートなどに限られる。福島県では従来より
脳卒中、心筋梗塞による死亡が多く、さらに
震災後の心理社会的ストレスにより発症増
加が懸念されているが、登録調査がうまく機
能していなかった。そこで本研究では、福島
第一原発事故後の避難区域住民を対象とし、
循環器疾患発症情報を効率的に収集、登録す
るシステムを開発し、網羅性と精度を検証す
ることを目的とした。 
本研究の特徴は、(1)循環器疾患発症登録シ
ステムを比較的小さい規模でシステム構築
が可能で初期開発費用、運用費用の低減が期
待できること、(2)パッケージとして確立がで
きれば、他の都道府県での循環器疾患発症登
録にも利用できること、(3)県外避難者の循環
器疾患発症登録を目的として構築されてい
るので、システムの機能上からは都道府県単
位という枠組みを超えた運用が可能である
ことが挙げられる。 
現時点では循環器疾患発症登録の実施都
道府県が少なく、把握率も低いことから、現
状のままで全国的な発症登録データを収集
しても、解析や検討に値する精度のものを収
集することは容易ではない。まずは福島県で
県内外避難者を対象として本研究によるシ
ステムを構築・運用することで、十分な把握
率と精度を持つデータ収集が実現されれば、
システムを他の都道府県でも利用可能とな
る。 
循環器疾患発症登録制度をがん登録のよ
うな全国レベルでの仕組みとして構築、普及
されるためには、旧来のような大規模なイン
フラと巨額の開発費と維持費を要するもの
ではなく、本研究のように小規模でスタート
し、実績を作りながら横方向に展開するとい
う視点が必要不可欠である。 
福島県という避難者が多く存在する地域
を対象とする研究であることや、避難地域市



町村の協力を得て本研究の精度を確認する
点でも独創的であり、今後予防活動を行う上
で本研究の意義は大きい。 
 本研究により構築する循環器疾患発症登
録システムの成果は、福島県に限局されるも
のではない。本研究により得られた成果は、
研究期間終了後も、我が国の循環器疾患予防
研究と政策決定の上での重要なデータ収集
基盤構築のための一助となることが期待で
きる。 
３．研究の方法 
(1)他県を含めた循環器疾患発症登録につ
いて調査し、制度面と運用面の問題点を明ら
かにする。我が国で実施されている循環器疾
患発症登録調査し、問題点について調査し明
らかにする職域や地域コホートとして実施
されているものなど、広く事例を収集し、実
態の把握を行う。 
(2)調査をもとに必要十分な設問項目を持
つ、標準的な循環器疾患発症登録調査票を設
計する。発症登録データの標準化によるデー
タ収集と精度向上を図るため、他のフィール
ド行われている登録票の設問と調査登録票
の内容調査をもとに検討し、循環器内科や脳
外科、健診・人間ドック、公衆衛生学・疫学、
データ管理・解析の専門家などの意見を取り
入れ、適切で必要十分な設問を有する標準的
な循環器疾患発症登録のための調査登録票
を設計する。 
(3)登録専用端末とデータベースの用件定
義と設計を行う。①登録専用端末として必要
な機能と、それを実現するためのプラットフ
ォーム及び開発環境について調査検討する。
1.優れたユーザビリティを持つデバイスで
あること、2.医療機関等において十分な導入
実績があること、3.アプリケーションを開発
するための環境が、無償またはオープンソー
スで提供されていること、4.本研究により開
発したアプリケーションを流通させるため
の仕組みを有していること、を選定条件とし
てプラットフォームを選定する。②登録専用
端末に必要な機能の要件定義する。1.個人情
報登録画面において、登録時にしか使用しな
いユニークな ID 番号を生成できること、2.
ユニークな ID と文字、画像、動画、音声の
情報をひも付し、アプケーション内部からサ
ーバへデータを送信できること、3.データ送
信後、画像、動画、音声の情報が速やかに記
憶領域から削除され、登録専用端末に残らな
いこと、4.登録専用端末の紛失や盗難された
場合は、サーバからの操作によりアプリケー
ションの無効化ができる機能を有すること、
を条件として用件定義を行う。③循環器疾患
発症登録のために必要なデータベースの設
計を行う。1.医療機関等で運用実績のあるリ
レーショナルデータベース環境とすること、
2.個人情報、結果、登録、利用者情報などの
テーブルを分け、SQL によるデータ抽出が容
易に行えること、3.データベースに対する操
作ログから、システム利用者の挙動が時系列

で調査できる仕組みを有する事、4.データの
安全性を担保するため、データのバックアッ
プや暗号化が容易に行えること、を条件に設
計を行う。 
４．研究成果 
発症登録データの標準化によるデータ収
集と精度向上を図るため、他のフィールド行
われている登録票の設問と調査登録票の内
容調査をもとに検討し、福島県立医科大学内
外の循環器内科や脳外科、健診・人間ドック、
公衆衛生学・疫学、データ管理・解析の専門
家などの意見を取り入れ、適切で必要十分な
設問を有する標準的な循環器疾患発症登録
のための調査登録票を設計した。 
発症登録情報データベースのプラットフ
ォームとしては、Filemaker サーバーを選択
し、データ登録を行うプロトタイプシステム
を作成した。福島県立医科大学で運用実績の
ある心筋梗塞登録システムで行われている
フローを参考にして、個人情報の取り扱いや
セキュリティ面などで実現可能なフローに
ついての検討を行った。 
平成 27 年度は標準的な循環器疾患発症登
録のための調査登録票を設計し、脳卒中発症
登録データセットを作成した。これをもとに
福島県立医科大学付属病院の電子カルテか
ら、試験的な採録作業を行った。脳神経外科、
神経内科、疫学のそれぞれの立場の医師から、
登録判定のために十分な情報が網羅されて
いるかいう視点から採録項目の再検証をす
すめた。 
脳卒中登録データセットの項目では網羅
できない情報として、入院から退院までの経
過をテキスト情報として取得する必要があ
ることがわかった。コード化する項目につい
ても、採録者が判断に迷った場合などにその
情報をメモするフローが存在したため、調査
の電子化（ペーパーレス化）を進める上で、
配慮する必要があることがわかった。 
脳卒中登録データセットを見直し、自由記
載、欄外記載に関する項目を追加して対応す
ることとした。 
脳卒中データバンクにおける標準化項目
との整合性についても検討をすすめている。
電子カルテからの採録作業については、(1)
電子カルテに記録されている内容は、二次利
用を目的とした品質ではないこと、(2)退院
時サマリーや読影レポートに空欄等があり、
日ごとの診療録データを目視で追いながら、
必要な情報を集めるという煩雑な作業が発
生することなども明らかとなった。 
本研究においてのもっとも大きな障壁は、
データベースやシステムの設計、運用などの
ITC に関する課題ではなく、電子カルテのデ
ータが二次利用を前提としたものになって
いないことであり、電子化された診療情報が
有効に利用できないことであることが明ら
かとなった。電子カルテのテンプレート化な
ども一つの解決策ではあるが、既に存在する
過去の電子カルテデータには適用できない。



採録作業の軽減や効率化、精度維持のために
は、テキストマイニングなどで、治療、検査、
病名、検査結果値などから、発症登録の対象
か除外か解析し、対象か除外が予め振り分け
るなどの工夫が必要となってくることも明
らかとなった。福島県、市町村、医師会や発
症登録についてのコンセンサスと協力を得
ながら、粘り強く取り組む必要がある。しか
し、循環器疾患発症登録は、がん登録のよう
な法的な根拠が希薄であり、個人情報保護条
例や、各医療機関での診療情報に関する取扱
い規則などが障壁となることは明確である。
循環器疾患発症登録を円滑に進めるために
も、法制度及び条例等の整備が進むことがよ
り重要な視点であることが明らかになった。 
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